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諸外国における栄養成分表示及びFOPNL制度（１）

オーストラリア
連邦フランス共和国イタリア共和国英国スウェーデン王国

熱量、たんぱく質、
炭⽔化物、糖類、脂
肪、飽和脂肪酸、ナ
トリウム

熱量、たんぱく質、
脂質、飽和脂肪酸、
炭⽔化物、糖類、⾷
塩

熱量、たんぱく質、
脂質、飽和脂肪酸、
炭⽔化物、糖類、⾷
塩

熱量、たんぱく質、
脂質、飽和脂肪酸、
炭⽔化物、糖類、⾷
塩

熱量、たんぱく質、
脂質、飽和脂肪酸、
炭⽔化物、糖類、⾷
塩

＜栄養成分表⽰＞
表⽰を義務付けて

いる栄養成分等

＜FOPNL＞
シンボル例

任意表⽰任意表⽰任意表⽰任意表⽰任意表⽰
複数の栄養素/⾷品

を要約

健康的な消費の促進/
不健康な消費の防⽌

複数の栄養素/⾷品
を要約

健康的な消費の促進/
不健康な消費の防⽌

栄養素毎の表⽰
（⾊分け無し）

健康的な消費の促進/
不健康な消費の防⽌

栄養素毎の表⽰
（⾊分けあり）

健康的な消費の促進/
不健康な消費の防⽌

前向きなシンボル
マーク（複数の栄養
素を要約）

健康的な消費の促進

デザイン

⽬的

熱量、たんぱく質、
飽和脂肪酸、糖類、
⾷物繊維、ナトリウ
ム、野菜類、果物類、
種実類、⾖類

熱量、たんぱく質、
飽和脂肪酸、糖類、
⾷物繊維、⾷塩、野
菜類、果実類、種実
類、⾖類

熱量、脂質、飽和
脂肪酸、糖類、⾷塩

熱量、脂質、飽和
脂肪酸、糖類、⾷塩

脂質、飽和脂肪酸、
糖類、⾷物繊維、⾷
塩

FOPNLの評価等に
⽤いる栄養成分等

⼀部あり（基準第
３部表⽰の枠組み及
び⼀般原則1.2.7の例
外事項として取組の
みを規定）

なし（EU規則第
1169／2011号第35、
36、37条を参考にし
たQ＆A）

なし（EU規則第
1169／2011号第35、
36、37条を参考にし
たマニュアル）

なし（EU規則第
1169／2011号第35、
36、37条を参考にし
たガイドライン）

なし（北欧栄養勧
告等に基づくガイド
ライン）

FOPNLの法的な位
置付け
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諸外国における栄養成分表示及びFOPNL制度（２）
＜参考情報＞

中華⼈⺠共和国アメリカ合衆国カナダタイ王国シンガポール
共和国

熱量、たんぱく質、
脂質、炭⽔化物、ナト
リウム

熱量、たんぱく質、
脂質、飽和脂肪酸、コ
レステロール、トラン
ス脂肪酸、炭⽔化物、
糖類、添加糖類、⾷物
繊維、ナトリウム、ビ
タミンD、カルシウム、
鉄、カリウム

熱量、たんぱく質、
脂肪、飽和脂肪酸、コ
レステロール、トラン
ス脂肪酸、炭⽔化物、
糖類、⾷物繊維、 ナト
リウム、カルシウム、
鉄、カリウム

熱量、たんぱく質、
脂質、飽和脂肪酸、コ
レステロール、炭⽔化
物、⾷物繊維、糖類、
ナトリウム、ビタミン
A、ビタミンB1、ビタ
ミンB2、カルシウム、
鉄

熱量、たんぱく質、
脂質、炭⽔化物

＜栄養成分表⽰＞
表⽰を義務付けてい

る栄養成分等
（下線は栄養等表⽰基
準値に占める割合の表
⽰が必要）

＜FOPNL＞
シンボル例

義務表⽰義務表⽰任意表⽰
警告のシンボルマー

ク（栄養素毎）

不健康な消費の防⽌

警告のシンボルマー
ク（栄養素毎）

不健康な消費の防⽌

栄養素毎の表⽰
（⾊分け無し）

健康的な消費の促進/
不健康な消費の防⽌

前向きなシンボル
マーク（複数の栄養素
/⾷品を要約）

健康的な消費の促進

デザイン

⽬的

飽和脂肪酸、糖類、
ナトリウム

※2025（令和７）年１
⽉16⽇よりパブリッ
ク・コメントを開始。

飽和脂肪酸、糖類、
ナトリウム

熱量、脂質、糖類、
ナトリウム

熱量、脂質、飽和脂
肪酸、トランス脂肪酸、
コレステロール、糖類、
⾷物繊維、ナトリウム、
カリウム、カルシウム、
全粒穀類、Glycemic 
Index

FOPNLの評価等に⽤
いる栄養成分等

あり（⾷品医薬品規
則B.01.350に規定）

あり（保健省告⽰第
394号B.E2561に規
定）

なし（ガイドライ
ン）

FOPNLの法的な位
置付け



食品関連事業者の自主的な取組の取扱い

消費者の適正体重の維持や⾷塩摂取量の減少等の取組を促すために
は、消費者⾃⾝の健康リテラシーや⾷⽂化に配慮するだけでなく、⾷
品関連事業者の実⾏可能性も踏まえていくことが重要である。（略）
我が国において、⾷品関連事業者の⾃主的な取組はあるが、FOPNL
の取組数は少なく、統⼀もされていない状況である。

（令和5年度「我が国における包装前⾯栄養表⽰の検討の⽅向性」から抜粋）
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 第３回検討会で報告した表⽰実態調査の結果、栄養成分等を容器
包装の前⾯に表⽰している⾷品については、15.7％（117⾷品
/745⾷品）であった。

 これらの⾷品関連事業者の⾃主的な取組は、消費者の⾷品へのア
クセスや情報へのアクセスを向上するものであると考えられる。

 ⾷環境づくりを推進する観点から、すでに消費者が利⽤している
⾷品関連事業者の⾃主的な取組が当⾯の間、維持できるようにす
ることとしたい。



日本版包装前面表示の様式案
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日本版包装前面栄養表示の位置付けについて
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 これらを踏まえると、現時点で⽇本版包装前⾯栄養表⽰の普及に必要なこと
は、⾃主的に先⾏して⾏われている⾷品関連事業者の取組を妨げることなく、
これから取り組む⾷品関連事業者に対して⼀定のルール及びその望ましい在
り⽅を⽰すことではないか。

 当該ガイドラインを作成後にも、消費者や⾷品関連事業者の双⽅にとって、
分かりにくい部分があれば、迅速かつ柔軟に対応※できるようにする。

 ⼀⽅、さまざまな形態の包装前⾯栄養表⽰が乱⽴し、消費者にわかりにくい
状況が⽣じた場合には、規制的な⼿法も検討する必要がある。

 したがって、現時点において⾷品表⽰基準に位置付け、様式やルールを統⼀
化するのではなく、当⾯の間、法令上の義務は課さない独⽴したガイドライ
ンとしてはどうか。

※諸外国においてもFOPNLガイドラインを公表後に、当該ガイドラインを改正（オーストラリア連邦：第７版、カナダ：第２版、
英国：第２版）する例も少なくない。


